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第四章 トレードドレスの類似 

 

第一節 トレードドレスの意義 

 

トレードドレスとは、商品やサービスの全体的・総合的な印象を対象としており、

商品のパッケージ、包装、店舗の外装・レイアウト、従業員の制服のデザインなど全

般の形態を意味するものである。つまり、パッケージに付される商標だけでなく、容

器や包装の輪郭，大きさ、形、色、デザインの印象、感触，素材なども含みうるもの

で、トレードドレスであると認められれば、知的財産として保護を受ける対象になる。 

 

台湾の法律において、トレードドレスに対する保護は、公平交易法に定められてい

る。公平交易法第 20 条 1 項 1 号及び 2 号は、①事業者が、②その営業において提供

する商品又は役務について、③関連事業者又は消費者に一般的に認識されている他人

の氏名、商号又は会社の名称、商標、標章、商品容器、包装、外観又はそのほか他人

の商品を示す表徴と同一又は類似するものを使用し、④それをもって他人の商品若し

くは役務と混同を生じさせ、又は当該表徴を使用する商品を販売、運送、輸出若しく

は輸入すること、を禁止している。この条文によると、トレードドレスとは、「氏名、

商号又は会社の名称、商標、標章、商品容器、包装、外観又はそのほかの他人の商品

若しくは役務を示す表徴」を指すことになる。また、台湾では、トレードドレスは商

標と異なり登録制度が設けられていないので、トレードドレスに該当するか否かにつ

いては事例ごとに具体的な事情に応じて判断されることになる。 

 

トレードドレスは事業の商品又は役務を示す表徴であるので、他人が類似のものを

使用した場合、消費者に誤認混同を生じさせるおそれがあり、市場の秩序を混乱させ

るものであるとして、不正競争に該当すると判断される可能性がある。例えば、類似

の店舗の看板デザインを使用したコンビニは、消費者に誤認混同を生じさせる可能性

がある。このような事例は、公平交易法の規制対象になる可能性がある。 

 

    

全家便利商店               銓家便利商店                 錢家便利商店 

（ファミリマートコンビニ） （銓家コンビニ）       （錢家コンビニ） 
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第二節 不正競争行為にかかる処理ガイドライン 

 

このように、公平交易法にトレードドレスに対する保護規定があるが、会社の表徴

が他人に模倣された場合、公平交易法第 20 条 1 項 1 号及び 2 号に加え、第 24 条によ

り対応することも可能である。公平交易委員会は、これらの規定を適用可否の認定基

準として、公平交易法第 20 条及び第 24 条に関する処理ガイドラインを制定した。 

 

1. 公平交易法第 20 条に関する処理ガイドライン（公平交易委員會對於公平交易法

第二十條案件之處理原則）(公平交易委員会：日本の「公正取引委員会」に相当

する。) 

 

1.1 定義 

 

公平交易法第 20 条の各要件について、本ガイドラインは、以下のように

定義している。 

 

(1)「関連事業者」又は「消費者」とは、当該商品/役務に関して、販売、購

入等の取引関係が生じる可能性のあるものをいう。 

(2)「関連事業者又は消費者の間で広く認識されている」とは、相当な知名

度を有していて、関連事業者又は消費者の多くに周知されていることを

いう。 

(3)「表徴」とは、識別力又はセカンダリー・ミーニングを有する特徴であ

って、商品/役務の出所を示し、関連事業者又は消費者がそれによって他

人の商品/役務とを区別できるものをいう。 

例えば、「 」「 」「 」 

(4)「識別力」とは、ある特徴が特に顕著で、関連事業者又は消費者がそれ

を見れば、その特徴を有する商品/役務が、特定の事業者によって製造生

産又は提供されるものであると認識できるものを指す。 

(5)「セカンダリー・ミーニング」とは、本来、識別力を有しない特徴が、

長期にわたり継続して使用されていることにより関連事業者又は消費

者の間で知られるようになり、かつ、その特徴から商品/役務の出所を連

想することができ、これにより、当該特徴が商品/役務の出所を区別する

もう一つの役割を達成するようになったことを指す。例えば、「周氏蝦

捲（周さんの海老ロール）」 

(6)「同一又は類似の使用」について、「同一」とは、文字、図形、記号、



 

 
63 

商品の容器、包装、形状又はこれらを結合したものの外観、配列、配色

が完全に同一であることを指す。また、「類似」とは、主要部分をまね

ており、関連事業者又は消費者が購入時に普通の注意を払った場合、誤

認混同のおそれがあるものを指す。 

(7)「混同」とは、商品/役務の出所につき誤認、誤信があることを指す。 

例えば、「大黑松小倆口」と「黑松」は消費者に誤認混同を生じさせる

おそれはない。 

 

1.2 表徴（シンボル）の判断要素 

 

「表徴」とは、次に掲げるいずれかの状況に該当するものを指す。 

 

(1)文字、図形、記号、商品の容器、包装、形状、又はこれらを結合したも

のが特に顕著で、関連事業者又は消費者がそれによって、それが商品/

役務を示す標識であると認識するに足り、かつ、他人の商品/役務と区別

がつくもの。 

(2)文字、図形、記号、商品の容器、包装、形状、又はこれらの結合自体は

特別に顕著ではないが、相当の時間にわたって使用されていたことによ

り、関連事業者又は消費者がこれを認識するに足り、かつ、これを商品

/役務の出所と連想することができるもの。 

 

1.3 表徴となるもの及び表徴にならないものの例示 

 

さらに本ガイドラインでは、以下のとおり、「表徴」に該当するもの、

該当しないものを例示している（なお、各項目の「例えば」以下について

は、本ガイドラインにおいて示されているものではなく、以下で紹介する

事例等をもとに報告書作成者が追加したものである）。 

 

 

1.3.1.  第 20 条の「表徴」に該当するものの例 

 

(1)氏名   

例えば、「陳三鼎」（店舗名として使われている名前。）   
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(2)商号又は会社名称 

  例えば、「中華賓士」（中華賓士汽車股份有限公司の略称）「台糖」（台

湾糖業股份有限公司の略称） 

(3)商標 

例えば、「 」「 」「 」 

 

(4)標章 

例えば、「 」（安全な野菜果物であることを示す標章）「 」

（板橋農会（農協）の標章） 

 

(5)特別にデザインされ、識別力を具える商品の容器、包装、外観 

例えば、「 」「 」 

 

(6)本来、識別力を具えない商品の容器、包装、外観が長期的に継続して使

用されていたことにより、セカンダリー・ミーニングを有するようにな

ったもの 

 

例えば、「      」(包装パッケージ) 

 

 

1.3.2  第 20 条の「表徴」に該当しなないものの例示 

 

(1)商品に慣用されている形状、容器、包装 

例えば、「 」「 」 

 

(2)商品に関する記述的文字、内容又は色彩 

例えば、「食器専用」との文字、黑松沙士（飲料の商品名）の茶色包装

「 」 
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(3)実用的な又は技術的機能を有する形状 

例えば、ファンの羽根の形状 「  」 

 

(4)商品の内部構造 

例えば、鞄の内部構造 「  」 

 

(5)営業/役務の慣用名称 

例えば、「租屋達人」（不動産賃貸者の達人）「饅頭世家」（饅頭の老

舗。「世家」はよく使われている言葉である。） 

 

1.4 関連事業者又は消費者の間で広く認識されているかの判断要素 

 

 本ガイドラインにおいて示されている「関連事業者又は消費者の間で広

く認識されているか」の判断要素は以下のとおりである。 

 

(1)当該表徴を用いた商品･役務に係る広告の量が、関連事業者又は消費者に

当該表徴に対する印象を形成するに足るか。 

(2)当該表徴を有する商品/役務が市場における販売期間により、関連事業者

又は消費者に当該表徴に対する印象を形成するに足るか。 

(3)当該表徴を有する商品/役務の市場における販売量により、関連事業者又

は消費者に当該表徴に対する印象を形成するに足るか。 

(4)当該表徴を有する商品/役務の市場シェアにより、関連事業者又は消費者

に当該表徴に対する印象を形成するに足るか。 

(5)当該表徴を有する商品/役務がマスメディアの広範な報道によって、関連

事業者又は消費者に当該表徴に対する印象を形成するに足るか。 

(6)当該表徴を有する商品/役務の品質及びその評判。 

(7)当事者が当該表徴に係る商品/役務の評価について、科学的、公正的、か

つ客観的な市場調査資料を提供しているか。 

(8)関連主務官庁の見解。 

 

1.5 「混同」の判断要素 

  

「混同」の有無の判断の際に考慮すべき要素は以下のとおりである。 

 

(1)通常の知識経験を有する関連事業者又は消費者の注意力の程度 
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(2)商品/役務の特性、差別化、価格等が注意力に与える影響 

(3)表徴の知名度、企業規模及び企業イメージなど 

(4)表徴に独特の創意を具えるか否か 

 

1.6 判断の原則 

  

同一性又は類似性を判断する際は、以下の原則に従って行なう。 

(1)通常の知識経験を有する関連事業者又は消費者が普通の注意を払った場

合を基準に考える。 

(2)全体を観察し、かつ主要部分を比較する。 

(3)（表徴に接する際に関連事業者・消費者は同時に２つの表徴を観察する

のではなく）時間、場所を異にする隔離的観察を前提に判断する。 

 

1.7 本法第 20 条及び第 24 条の適用原則 

 

下記の状況が本法第 20 条の要件に合致しないときは、第 24 条違反により、

これを処理することができる。 

(1)他人の著名な商品/役務の表徴を襲用し、混同を生じさせるには至らない

ものの、他人の暖簾に積極的に便乗している場合 

(2)他人の商品/役務の外観を模倣し、積極的に他人の努力の成果を搾取し、

競争者に対して著しく公正さを欠き、取引秩序に影響するに足る場合 

ただし、これらに該当する場合でも、商品の外観が公衆が自由に利用でき

るものであれば、第 24 条の適用を受けられない。 

 

2. 公平交易法第 24 条に関する処理ガイドライン（公平交易委員會對於公平交易法

第二十四條案件之處理原則） 

 

2.1 公平交易法第 24 条適用の基本精神-「補充原則」 

 

公平交易法第 24 条は公平交易法の帝王条項とも呼ばれており、ある不正行為

について公平交易法のその他の条文の適用を受けられなくても、取引秩序に

影響を与える欺瞞或いは公平に失するものであれば、第 24 条の適用を受けら

れることとなる。即ち、ある不正行為につき、第 20 条の構成要件に該当しな

くても(例えば周知著名になっている商品の表徴に該当しないことと、誤認混

同を生じさせるおそれがないことなど)、他人の努力の成果をただ乗りしたも

のであれば、24 条を適用する余地がある。 
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2.2 しばしば見られる態様 

 

（1）他人の暖簾に便乗するもの 

本条の保護する暖簾であるか否かを判断する際は、当該暖簾を示すものが

市場において相当の知名度を有し、かつ、市場の関連事業者又は消費者が

それを見てその由来又は一定の品質を連想するかを勘案すべきである。 

 

（2）盗用の程度の高いもの 

盗用の程度の高いものであるか否かを判断するには、次のことを総合的に

勘案しなければならない。（一）当該盗用は「完全一致」に達しているか、

又は「類似の度合が非常に高い」か、（二）盗用者が払った努力やコスト

と、それにより得られた競争上の優位性又は利益との関連性及び相応性、

並びに（三）盗用された対象の市場競争における独自性及び市場シェア。 

 

（3）他人の努力の成果を利用して、自己の商品/役務を販売する行為。例えば、

キーワード広告の不正利用（事例：「大買家」社が Yahoo で「家樂福」

のキーワード広告を購入した。それにより、他人が「家樂福」のキーワー

ドを記入して検索を行ったとき、「大買家」のホームページが最初に出て

くることで、公正取引会により 50 万台湾元の過料に処された。）、他人

のデータベースを盗用するなどがこれに該当する。 
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第三節 トレードドレスの具体的事例 

 

事例 1：台灣糖業 vs. 白甘蔗刷刷鍋：台北高等行政法院 97 年度訴字第 2095 号判決 

 

1. 事件の概要 

台灣糖業股份有限公司と全く関係がないしゃぶしゃぶ店（白甘蔗刷刷鍋有限公

司）が、「台糖」を店の看板やホームページに使用した事例である。 

 

係争シンボル（白甘蔗刷刷鍋有限公

司） 

根拠となるシンボル(台灣糖業股份有限

公司) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 20 条 1 項 2 号に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)「白甘蔗刷刷鍋有限公司」が使用する「台糖白甘蔗」「台糖白甘蔗養生涮涮

屋」という表示は、「台灣糖業股份有限公司」の表徴である「台糖」と比較

すると、観念、呼称が極めて類似し、他人の表徴と同一又は類似するものに

該当し、かつ、「白甘蔗（白サトウキビ）」「白甘蔗養生涮涮屋（白サトウ

キビ健康しゃぶしゃぶ屋）」は役務内容を表わす記述的文字であり、消費者

は前に置かれている「台糖」に、より多くの注意を払うので、「台糖」であ

るかのように誤認混同を生じさせるおそれがある。 

(2)「白甘蔗刷刷鍋有限公司」は「台灣糖業股份有限公司」と「台糖」の使用に
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ついて交渉したが、合意に至らなかった。それにもかかわらず、「白甘蔗刷

刷鍋有限公司」は依然として「台糖」を使用しており、これは明らかに不正

競争の目的で行ったものである。 

(3)「白甘蔗刷刷鍋有限公司」のホームページの下に、「台灣糖業股份有限公司

の関連企業でない」との表示があるが、消費者は、店の看板やパンフレット

などに惹かれるのが一般的であり、かつ、同社も「台灣糖業股份有限公司」

と提携していると宣伝しており、明らかに誤認混同を生じさせる行為である。 

 

行政院訴願委員会、台北高等行政法院及び最高行政法院ともに、公平交易委員

会の判断を支持した。また、最高行政法院は、更に「『台灣糖業股份有限公司』

は 1953 年から、『台糖』について、複数の商標権を取得しており、『台糖』は

長年に亘って使用された結果、周知著名になっており、関連事業や消費者に良く

知られる『表徴』である。」との理由を示した。 

 

 

事例 2：ADD+ vs. 詠璿：公平交易委員会 99 年 9 月 29 日公処字第 099104 号処分 

 

1. 事件の概要 

 

ADD+社のボディローション商品の包装と類似するボディローション商品を、

詠璿社が販売したという事例である。 

 

係争商品（詠璿） 根拠となる商品(ADD+) 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条には違反しない。 

根拠となる商品の容器の形状は一般的に使われているもので、また羊頭の図柄

は、ボディローション商品によく使われているものであり、識別力の弱いもの

で、商品の表徴に該当しない。 
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(2)公平交易法第 24 条に違反する。 

係争商品の包装パッケージは、根拠となる商品の包装パッケージと同じく、同

心円状の中に羊頭の図柄があるラベルを使用し、文字の配列も、字体の大きさ

も同一又は類似し、かつ、蓋にあるラベルには、同じ「THE GOAT 『IS COMES』 

FROM CHAMPION VARIETY OF THE CASHMERE」の文言があり、その中、

『IS COMES』につき同じ文法上のミスがあるので、明らかに根拠となる商品

の表徴を盗用したと言える。 

 

3. 留意点 

本事例からすると、商品の性質や原材料などに連想しやすい図柄は、識別力の

弱いものであると認められる可能性が高い。したがって、このような識別力の弱

いものの組み合わせからなった図柄を使用する場合は、出所表示のシンボルに該

当しないと認められるリスクがある。仮に、包装パッケージにつき保護を受けら

れたい場合、やはりパッケージの構成図案、要素などにユニークなデザイン、要

素を加えた方が商品の表徴に該当すると認められる可能性が高くなることに留

意していただきたい。 

 

 

事例 3：カルピス vs. 乳美素：最高行政法院 93 年度判字第 1638 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

「カルピス」の商品の包装のデザインと同じ白地に青い円点がある設計を、カ

ルピスとは関係のない大甲牧場社が自社の飲料商品に使用したという事例であ

る。 

 

係争商品（乳美素） 根拠となる商品（カルピス） 

 

 

(係争商品の包装パッケージは見つけられなかっ

た) 
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2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条に違反しない。 

同じく白地に青い円点があるデザインであるが、「大甲牧場」「乳美素

（NEWPIS）」「大甲牧場股份有限公司」との表示があるので、消費者がこ

れらの表示により製造者などを識別することができ、誤認混同を生じるまで

には至らない。 

(2)公平交易法第 24 条に違反する。 

上告人が自ら包装パッケージを設計せずに、「カルピス」商品の包装デザイ

ンと似ているものを使い、かつ、登録商標「乳美素」の文字の配列をあえて

縦から横に変更しており、全体的包装パッケージのデザイン、レイアウト、

商標の配列配置などは「カルピス」商品の包装デザインと極めて類似してい

るので、公平交易法第 24 条に違反する。 

 

行政院訴願委員会、台北高等行政法院及び最高行政法院ともに、公平交易委員会

の判断を支持した。 

 

3. 留意点 

 

包装パッケージのデザインが真似されたとしても、包装パッケージにおいて製

造者の名称や異なる商標などが表示された場合、消費者がこれらの表記によりそ

れぞれの製造者、出所を識別することができ、誤認混同を生じさせることがない

と認められる傾向がある。このような場合、公平交易法第 20 条の代わりに、公

平交易法第 24 条に基づき権利を主張した方が認められやすい。 

 

 

事例 4：可果美 vs. 可美特：公平交易委員会 2008 年 1 月 25 日公処字第 097011 号処

分 

 

1. 事件の概要 

 

長年販売されている可果美（カゴメ）トマトケチャップの包装と類似するトマ

トケチャップ商品を、弘景企業社が販売したという事例である。係争商品の包装

及び広告には、類似のデザインが使われるほか、「原可果美団隊製造(元カゴメ

チームの製造にかかるもの)」との記載もあった。 
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係争商品(可美特) 根拠となる商品(可果美) 

   
 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条第 1 項に違反しない。 

Ⅰ.ガラス瓶 

ガラス瓶の包装パッケージは、ケチャップや調味料商品に一般的に使われ

るもので、出所表示を果たす程度の識別力を有しない。 

「Kagome」「可果美」「 」等の図柄、文字は識別力を有するものの、

トマトの図柄は、トマトケチャップ商品で慣用されている図柄であり、

商品の出所を表示するに足る識別力を有しない。 

係争商品に表示されている「 」「可美特」は、告発者の「Kagome」

「可果美」「 」と異なり、消費者が容易に両商品を区別できるので、

公平交易法第 20 条第 1 項に該当しない。 

Ⅱ.鉄缶 

鉄缶の波状設計及び形は、商業上慣用されたもので、単なる白と緑色の組

み合わせも出所を表示する識別力がない。 

係争商品に表示されている「 」「可美特」は、告発者の「Kagome」

「可果美」「 」と異なり、消費者に同一の出所に由来するものであ

るかのように誤認させることがなく、公平交易法第 20 条第 1 項に該当し

ない。 

 

(2)公平交易法第 24 条に違反する。 

両者の包装パッケージにある類似のデザイン、図案については、一般商取引

で慣用されるもので、その他の商品名称、商標の図柄、ラベルのデザイン

などは異なるので、取引秩序を乱すような不正行為に該当せず、公平交易

法第 24 条に該当しない。 
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しかし、カゴメ社と関係がないにも係わらず、商品の包装及び広告における

「原可果美団隊製造(元カゴメチームの製造にかかるもの)」との表示は、他

人の暖簾を利用し、他人の努力の成果にただ乗りする不正行為であり、公

平交易法第 24 条に該当する。 

 

3. 留意点 

包装パッケージのデザインが真似されたことがなくても、誤認を生じさせやす

い手法や手段で宣伝活動を行っているのであれば、その手法や手段の如何により

公平交易法第 24 条の適用を受ける余地があるので、包装パッケージを含めて全

体的販促活動の内容を検討し、対応策を練る必要がある。 

 

 

事例 5：通楽 vs. 妙管家：最高行政法院 94 年度判字第 2032 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

莊臣社の通楽シリーズの洗剤のデザインと類似する洗剤を、妙管家社が販売し

たという事例である。 

 

係争商品（妙管家） 根拠となる商品(通楽) 

 

 

(同じく赤い色の容器を使っているが、現実

にはかかる赤いボディの容器を見付られな

かったので、上記の容器を例示として表示

する) 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条に違反しない 
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係争商品の包装には、「MAGIC AMAH」「妙管家及び配管図」との表示があ

るので、消費者は、これらの表示により製造者などを識別することができ、誤

認混同を生じるまでには至らない。 

 

(2)公平交易法第 24 条に違反する 

「係争商品は、同じ形の赤いプラスチックボトル及び青い蓋を使用し、ボトル

の正面に貼り付けられたボトルの形をした流線型のラベルも同一の形状で、更

にそのラベルの右上に赤い縁の黄色い放射図があり、文字の配列、配置も類似

し、全体の設計は『通楽』を盗用したと認められる」 

 

また、行政院訴願委員会、台北高等行政法院及び最高行政法院ともに、公平交易

委員会の判断を支持した。 

 

 

事例 6：百利 Scotch-Brite vs. 台利 Good-Scour：公平交易委員会 97 年 5 月 9 日公処

字第 097063 号処分 

 

1. 事件の概要 

 

3M 社の百利シリーズの洗浄用スポンジの包装と類似する洗浄用スポンジを、

宗建實業社が販売したという事例である。 

 

係争商品（台利 Good-Scour スポンジ） 根拠となる商品(百利 Scotch-Brite ス

ポンジ) 

 

 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条に違反しない。 

黄色及び緑色の透明プラスチック袋は、このような商品によく使われるもので、
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それらにより出所を識別することができず、商品の表徴に該当しない。また、

「3M」「百利」「Scotch-Brite」は根拠となる商品の表徴に該当するが、係争

商品に表示されているのは「 」「台利」「GOOD-Scour」であり、両者は

はっきりに区別することができ、消費者に誤認混同を生じさせない。 

 

(2)公平交易法第 24 条に違反する。 

係争商品の「 」「台利」「GOOD-Scour」「餐具專用（食器専用）」等の

字体、レイアウトなどは根拠となる商品のそれと類似し、且つ、左下に似たよ

うな人形の図柄もあり、係争商品の包装パッケージのデザインは根拠となる商

品のそれを盗用したと言える。 

 

3. 留意点 

事例 3 でもみたとおり、類似するデザインが使用された事例において、公平交

易委員会は、製造者の名称や異なる商標を表示している場合、消費者に誤認混同

を生じさせないと認める傾向がある。このような場合、公平交易法第 20 条より、

公平交易法第 24 条に基づく権利主張が認められやすい。 

 

 

事例 7：KFC vs. 吮指王：公平交易委員会 97 年 5 月 9 日公処字第 097063 号処分 

 

1. 事件の概要 

 

KFC 社は「吮指雞（指しゃぶりチキン）」という商品を販売していたところ、

吮指王社は、「吮指王」を自社の社名として使用している。また、吮指王社の看

板や容器は、KFC 社と同様「赤、白、青」の 3 つ色の組み合わせのデザインを

用いている。 

 

係争商品（吮指王） 根拠となる商品(KFC) 
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2. 実務上の判断：公平交易法第 24 条に違反する。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)公平交易法第 20 条に違反しない。 

KFC 社の「吮指雞」は、同社の商品を表わす表徴に該当すると認められる。

しかし、吮指王社は「吮指王」を店名として使用している一方、KFC 社は

「吮指雞」を商品名として使用しており、かつ、「吮指王」と「吮指雞」

は異なるので、消費者に誤認混同を生じさせるまでには至らないと言える。 

KFC 社の「咔啦雞」「咔啦雞腿堡」は、同社の商品を表わす表徴に該当する

と認められるが、吮指王社は「咔啦雞」「咔啦雞腿堡」を同社のメニュー

やパンフレットに表示し、且つ同時に「吮指王」も表示しているので、消

費者に誤認混同を生じさせることはないと言える。 

 

(2)公平交易法第 24 条に違反する 

「吮指王」との店名及び「 」図柄は、消費者に KFC 社の商品であるかの

ように誤認混同されることはないものの、同じファストフードにおいて同じ

く「赤、白、青」3 つ色の組み合わせ及びデザインからなったものを使用し、

これは明らかに他人の暖簾に便乗したものであると言える。 

 

事例 8：Chivas Regal vs. Gold River：行政法院 89 年度判字第 40 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

葉格企業社が販売した「Gold River」商品が、Chivas 社が販売している商品の

容器の形と似ており、また同じシルバー色の箱が使用されたという事例である。 

 

係争商品（Gold River） 根拠となる商品 (Chivas Regal) 
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2.  実務上の判断：公平交易法第 20 条及び第 24 条のどちらにも違反しない。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)このような形の瓶容器は、ウイスキー商品によく使われるデザインであるので、 

単にこの形により製造者などその由来を識別することができない。 

(2)包装の図柄、色は、このような商品に一般的使われるものであり、この包装パ

ッケージのみに基づき、「Chivas Regal」に由来する商品であると認識するこ

とはできず、商品の表徴に該当するとは言えない。 

(3)消費者は包装パッケージのデザインでなく、ブランドによりウイスキー商品を

選択する。 

 

行政院訴願委員会及び行政法院ともに、公平交易委員会の判断を支持した。ま

た、行政法院は、更に「両者の箱の色は同じくシルバーになっているが、ボック

スにおける図柄について、一つは小麦及びライオン、もう一つは、花、帝冠、シ

ールド、城、鍵などであり、両者は異なっているので、消費者が普通の注意さえ

払えば区別できる。」との理由を示した。 

 

 

事例 9：黑松沙士 vs. 曼卡羅沙士：最高行政法院 90 年度判字第 2572 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

長年販売されている黑松沙士の外観と類似するとされる商品を、恩旭社が販売

したという事例である。 

 

係争商品（曼卡羅沙士） 根拠となる商品(黑松沙士) 

 

 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 20 条に違反しない。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

(1)茶色は「沙士」という飲み物の色で、また商品名称を白抜きで表示すること
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も飲料業界でよく使われる手法で、このような表示は「黑松沙士」の商品の表

徴とは言えない。 

(2)係争商品には「曼卡羅沙士」「恩旭有限公司」が表示され、根拠となる商品

には「黑松沙士」「黑松股份有限公司」が表示されており、両者は異なる。 

(3)係争商品には金白色の「U」形図柄があるが、根拠となる商品には金白色の斜

線の図柄があり、両者の構図は異なる。 

(4)係争商品には「沙士的故鄉、原味再現」とのスローガンがあるが、根拠とな

る商品にはそのスローガンはない。 

(5)よって、消費者が普通の注意を払えば区別でき、誤認混同のおそれはない。 

 

また、行政院訴願委員会、台北高等行政法院及び最高行政法院ともに、公平交易

委員会の判断を支持した。 

 

 

事例 10：黑人牙膏 vs. 白人牙膏：最高行政法院 99 年度判字第 28 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

「白人牙膏」（白人歯磨き）という歯磨粉で、「黑人牙膏」（黒人歯磨き）と

同じく黄色及び緑色の組み合わせが使用されたという事例である。 

 

係争商品（白人牙膏） 根拠となる商品(黑人牙膏) 

 

 
 

 

 

 

 

2. 実務上の判断：公平交易法第 20 条及び第 24 条に違反しない。 

 

公平交易委員会の判断及びその理由は以下のとおりである。 

係争商品の文字、図柄及び全体的な外観は、「黑人牙膏」の色、図柄、文字及び

製造者名称とは明らかに異なっており、かつ、両商品の包装の図柄の発想も異な

るので、係争商品は「黑人牙膏」の包装デザインを盗用しておらず、公平交易法

第 20 条及び第 24 条に違反しない。 
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行政院訴願委員会、台北高等行政法院及び最高行政法院ともに、公平交易委員

会の判断を支持した。また、台北高等行政法院は、更に「両者の包装パッケージ

の配色は、同じく黄色及び緑色の組み合わせを使用しているが、ただの黄色い包

装下地は識別力がなく、商品の表徴に該当しない。また、『黑人牙膏』商品の包

装には、『黑人』との文字及び『帽子をかぶっている人像図』が目立つが、係争

商品にはその表示がなく、単に『白人牙膏』文字で表示しているので、消費者に

誤認混同を生じさせるおそれがあるとは言えない。」との理由を補充した。 

 

3. 留意点 

 

色の組み合わせは商品の表徴であると認められる可能性が低いので、色の組み

合わせよりも、他の識別力がある図柄などを商品の表徴として使用するほうが認

められやすいといえる。また、色の組み合わせを商品の表徴として主張されたい

場合、それ相当の証拠資料を提出する必要がある。一方、色の組み合わせだけで

なく、色のほかに、消費者に強いイメージを与えるデザインや使用態様にすれば

するほど、商品の表徴に該当すると認められる可能性が高くなる。 
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事例 11：蘋果 vs. 茂嘉：最高行政法院 98 年度判字第 1469 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

アップル社の iPod Shuffleの外観と類似するとされるMP3商品を茂嘉科技社が

製造し販売したという事例である。 

 

係争商品（茂嘉科技股份有限公司） 根拠となる商品(蘋果股份有限公司) 

Super Tangent      Top Tangent 

       

 

EZ Tangent 

 

iPod Shuffle 

 

 

 

2. 行政処分に関する実務上の判断 

 

2.1 公平交易委員会の判断：公平交易法第 20 条及び第 24 条に違反しない。 

理由は以下のとおりである。 

(1)アップル社が主張した長方形の外観は、MP3商品に慣用される形であり、

また丸い形のタッチボタンも機能的なものであり、これらの機能的外観
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は商品の表徴にならない。 

(2)「Top Tangent」「EZ Tangent」は、「iPod Shuffle」と比較すると、包装

デザイン、正面の主要部分及び商品の全体が異なり、消費者に誤認混同

を生じさせるおそれはない。 

(3)「Super Tangent」は、「iPod Shuffle」と比較すると、真正面に表示され

るマーク、また裏側に表示される製品名称及び配色が異なり、消費者に

誤認混同を生じさせるおそれはない。 

 

2.2 行政院訴願委員会の判断 

行政院訴願委員会は、公平交易委員会の判断を維持した。 

 

2.3 台北高等行政法院の判断（96 年度訴字第 998 号判決）：原処分を廃棄。 

(1)「Top Tangent」「EZ Tangent」には、パネルが付いているので、明らか

に「iPod Shuffle」の外観とは異なり、消費者に誤認混同を生じさせるお

それはない。 

(2)消費者にとっては、「iPod Shuffle」の真っ白な色、長方形及び丸いタッ

チボタンで構成された全体的外観により、アップル社の商品であること

を認識できるので、たとえ機能性を備えていても、その全体的外観は商

品の表徴に該当する。 

 

2.4 最高法院の判断（98 年度判字第 1469 号判決）：公平交易法第 20 条及び第

24 条に違反しない。 

(1)長方形の外観はかかる商品でよく慣用されている形で、丸い形のタッチ

ボタンは機能的なものであり、携帯電話、テレビのリモコンなどの商品

にもよく見られ、それらの機能的外観は商品の表徴にならない。 

(2)消費者は「Apple」「iPod Shuffle」「 」商標をもってアップル社の商

品であるか否かを識別できる。係争商品には「LUXPRO」と表示されて

おり「iPod Shuffle」とは異なり、また、両者は使い方も異なるので、消

費者に誤認混同を生じさせるおそれはない。 

(3)「Top Tangent」「EZ Tangent」にはパネルが付いているので、明らかに

「iPod Shuffle」の外観と異なり、「iPod Shuffle」の外観形状を盗用した

とは言えない。 
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3. 民事訴訟：侵害排除 

 

（1）事件の概要 

アップル社は、上記とは別に、茂嘉科技社に対し、民事の侵害排除請求訴訟も提

起した。 

 

（2）台湾士林地方法院の判断 

「被告は、長方形の外観、丸い形のタッチボタン及び全体が白色で構成さ

れた外観形状と同一又は類似する商品を製造、販売、運送、輸出、輸入をし

てはならない。」 

理由： 

①長方形の外観、丸い形のタッチボタン及び白色単一色で構成した外観形状

は、その商品の出所を識別する重要な要素であるので、商品の表徴に該

当し、公平交易法により保護されるべきである。  

「Super Tangent」の外観は、「iPod Shuffle」と全く同一で、消費者に同誤

認を生じさせるおそれがあり、公平交易法第 20 条 1 項 1 号に違反する。 

「Top Tangent」「EZ Tangent」の外観は、「iPod Shuffle」の外観と異なり、

かつ、「LUXPRO」「Super Tangent」の表示があるので、消費者に誤認

混同を生じさせるおそれはない。 

 

（3）台湾高等法院の判断 

「被告は、長方形の外観、丸い形のタッチボタン及び白色単一色以外の色

で構成された組み合わせによる外観と同一又は類似する商品を製造、販売、

運送、輸出、輸入してはならない。」 

理由： 

「Super Tangent」（白色以外の色）は、「iPod Shuffle」の外観と全く同一

で、色のみが異なるので、明らかに「iPod Shuffle」を盗用し、他人の暖簾

に便乗したものであると言える。 

 

（4）最高法院の判断：上告を棄却。 
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4. 法院の見解の整理 

 

アップル社の「iPod Shuffle」に示されている長方形の外観、丸い形のタッチボタ

ン及び白色単一色で構成された外観は、商品の表徴に該当するか。 

行政訴訟（公平交易委員会の

処分） 

公平交易委員会 該当しない 

行政院 該当しない 

台北高等行政法院 該当する 

最高行政法院 該当しない 

民事訴訟（侵害排除） 台湾士林地方法院 該当する 

台湾高等法院 該当する 

最高法院 該当する 

 

 

「Super Tangent」商品は、公平交易法第 20 条及び第 24 条に違反するか。 

行政訴訟（公平交易

委員会の処分） 

公平交易委員会 違反しない 

行政院 違反しない 

台北高等行政法院 見解は示されていない 

最高行政法院 違反しない 

民事訴訟（侵害排

除） 

台湾士林地方法院 白色の商品のみ違反する 

台湾高等法院 白色以外の商品も違反する 

最高法院 違反する 

 

 

「Top Tangent」「EZ Tangent」商品(パネルが付いている)は、公平交易法第 20

条及び第 24 条に違反するか？ 

行政訴訟（公平交易委員

会の処分） 

公平交易委員会 違反しない 

行政院 違反しない 

台北高等行政法院 違反しない 

最高行政法院 違反しない 

民事訴訟（侵害排除） 台湾士林地方法院 違反しない 

台湾高等法院 違反しない 

最高法院 違反しない 
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事例 12：象印 vs. 日象：最高法院 98 年度台上字第 1845 号判決 

 

1. 事件の概要 

 

象印社は「 」「 」について商標権を取得している。一方、日象社は、 

「 」について商標権を取得したが、智慧財産局は象印社の前記商標と類似

することを理由として、当該商標登録を無効とした。象印社は、「 」商標、

「 」商標、「ZOJIRUSHI」、「ZO」、「オレンジ色包装パッケージ」等の

標示は自社の表徴であり、日象社が象印社の同意を得ずに、「 」

「ZOUESHOAI」「蘭の花の図」「オランダ海芋の図」を勝手に使用した行為は、

商標法、著作権法及び公平交易法に違反し、象印社の権利を侵害したとして、損害

賠償訴訟を提起した。 

 

 

係争商品（日象炊飯器） 根拠となる商品(象印炊飯器) 
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2. 台南地方法院の判断 

 

(1)商標権について 

日象社は、智慧財産局に「 」図柄の商標登録を無効とされたにも 

かかわらず、依然として「 」を使用していた行為は、商標権の侵害

に該当する。 

 

(2)著作権について 

係争「蘭の花の図」「オランダ海芋の図」は、三宅敏夫氏が創作したもので、

象印社は当該図について美術著作の著作権を取得している。日象社が使用す

る「蘭の花の図」「オランダ海芋の図」は、当該美術著作と比較すると、花

の蕾、葉、枝の数量、色なども全く同じで、明らかに当該美術著作を複製し

たもので、著作権の侵害に該当する。 

 

(3)公平交易法について 

上記のように、本件は商標権侵害及び著作権侵害に該当するので、更に公平 

交易法の違反を構成するか否かにつき判断する必要はない。 

 

 

第四節 トレードドレスとその他の知的財産権との関係 

 

1.トレードドレスと著作権の調整 

 

台湾において、著作権は無方式主義をとっており、登録により権利が発生するも

のでなく、創作が完成した時点で自動的に権利が発生するので、特段の手続きは必

要ない。また、台湾が WTO に加盟した 2002 年 1月以前は、例えば、日本で発生し

た著作権が台湾で保護されるためには、一定の要件（日本で最初公表後一定期間内

に台湾で公表）が必要であったが、WTO 加盟後は、台湾も TRIPS 規定に従い WTO

加盟国の国民による著作を保護するようになった。つまり、キャラクターや図柄等

が自身で創作したオリジナルのものであれば、創作が完成した時点で著作権が自動

的に発生する。これに対し、トレードドレスにも登録制度が設けられていないが、

トレードドレスに該当するか否かについては、事案毎に認定される。したがって、

商品や役務を示すキャラクターや図柄などが著作物の要件（文学、科学、芸術その

他学術の範囲に属する創作）を備えれば、著作物として保護される可能性があり、
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該当 

該当しない 

ある 

ない 

その場合、侵害を構成すれば、著作権法に基づき、権利を主張することが可能であ

る。著作物に該当しない場合は、トレードドレスにより保護を受け、公平交易法の

不正行為に基づき対応する道もある。なお、著作権法では、損害賠償について、よ

り詳しい規定があり、かつ、著作権侵害についても刑事罰が設けられているので、

著作物に該当する物の場合、トレードドレスの規定に基づいて対応するよりも、著

作権法上の権利を主張するほうが効果的である思われる。なお、著作権を主張する

場合は、登録制度がないため、登録証書により著作権の存在を証明するすべがない。

また、著作権登記を管理する民間機構が存在するものの、当該民間機構へ著作物の

登記を行っていても、当該登記により著作権の存在を証明するには裁判上の証拠と

して認められないので、やはり著作物の創作完成又は公表の年月日を示す関連証拠

を保存しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.トレードドレスと立体商標の調整 

 

トレードドレスは、商品又は役務の全体的イメージを示す表徴であり、商標は、

商品や役務の出所を識別するための標識である。トレードドレスは同時に商標に該

当する可能性がある。特に商品の機能的な形状でなく、ユニークな形状、図案を呈

しており、その形状、図案により商品の出所を識別することができ、またそれをも

って他人の商品・役務と区別する機能を果たす場合、商標として登録を受ける可能

性もある。例えば、日本の株式会社ファミリーマートは、自社店舗のデザインを立

体商標として登録している。 

 

 

商
品
又
は
役
務
を
示
す
表
徴 

著
作
に
該
当
す
る
か
（
美
術
著
作
な
ど
） 

著作権法により対応する。 

-侵害停止、予防又は損害賠償 

-刑事責任追及 

識
別
力
又
は
著
名
性
が
あ
る
か 

公平交易法第 20 条 

公平交易法第 24 条 
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（日本）登録第5272518号 

 

 

権利者：株式会社ファミリーマート 

商標登録日：H21．10．9 

権利期間満了日：H31．10．9 

35類衣料品・飲食料品及び生活用品に係る各種商品を一括して取り扱う小売又は

卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供 

 

このような場合は、商標としても、トレードドレスとしても保護されるので、商

標法及び公平交易法に基づき権利を主張することが可能である。なお、商標に関し

ては登録制度が設けられているので、商標権が発生するか否かについては、明確に

判断できるが、トレードドレスには登録制度がなく、トレードドレスに該当するか

否かは、個別のケースで判断され、権利として主張できるかに不安がある。よって、

権利発生の有無、又は刑罰の有無の観点から考えると、権利者にとっては、トレー

ドドレスの規定に基づくよりも、商標として商標法上の権利を主張するほうが有利

である。さらに、商品や役務を示す表徴が先天的な識別力又は使用により後天的な

識別力を獲得した場合は、積極的に商標登録出願を行い、より強い保護を図ること

が考えられる。 

 

3.トレードドレスと実用新案の調整 

 

米国において、トレードドレスの保護要件は、識別力及び非機能性を備えることで

あり、他人のトレードドレスとの間に混同のおそれがある場合に、侵害が認められる。

台湾においては、公平交易法第20条の処理原則により、実用的な若しくは技術的な機

能を有する形状又は商品の内部構造などは、表徴として認められないので、トレード

ドレスには、識別力のほか、「非機能性」も要求される。一方、実用新案は、物品の

形状、構造、組合せに係る考案であり、新規性及び進歩性が要求されるので、実用新

案に該当するものは、基本的にトレードドレスとは認められない。米国の連邦最高裁

は、この「機能的なプロダクトの特徴の登録を禁止する機能性法理」の目的を「商標

法と特許法の適切なバランスを維持することによって公正な競争を奨励すること」と

説明している。その上で、同法理によって保護が回避されるのは、「製品の特徴が物

品の使用又は目的にとって不可欠であるか、物品の価格又は品質に影響を与える」た
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めにそれを保護することが「競争者を明らかに不利な状態に置く」場合であるとして

いる。 

 

4.トレードドレスと意匠の調整 

 

上述のとおり、トレードドレスには、非機能性が要求されており、一方、意匠の保

護対象は視覚に訴える物品の形状、模様、色彩或いはその組み合わせであるので、ト

レードドレスは意匠に該当し、意匠として登録することも可能なので、意匠として登

録出願することも権利強化の一策である。 






